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1.　はじめに

この度は，優秀萌芽研究賞に選出していただき，
誠にありがとうございます．学会にて貴重なご意見
をいただいた先生，参加者の皆様にも深く御礼申し
上げます．これからも，研究になお一層精進する所
存にございます．今後ともよろしくお願い申し上げ
ます．

2.　本研究の概要

近年，クラウドをはじめとする ICTの急速な普
及により，企業を取り巻く環境変化は激しいものが
あります．特に，クラウド活用においては，自社に
データセンターを設置する必要もなく，簡単に利用
することが可能となります．その反面，クラウド利
用においては提供事業者が完全に優位であり，全て
の取引はクラウド提供事業者の都合により決まって
しまうと言っても過言ではありません．クラウド提
供事業者による一方的な値上げ，一方的な機能変
更，サービス停止などが多々発生します．またクラ
ウドの乗り換えを行う場合も，データをスムーズに
移行するために数々の困難な事象が発生します．そ
のため，クラウドを効果的に活用していく上では，
メリットやリスクといったものをしっかりと見極め
た上で活用方針を決めていく必要があります．
今回受賞した研究は，クラウドの急速な普及が企
業に与える影響を数理モデルで示した上で，企業の
クラウドに関する総取引コストを節約する観点から
取り組まなければならないことを中心に明らかにし
てまいりました．そのため，数理モデルの構築にあ
たっては Riordan & Williamson（1985） ［1］で適
用されている取引費用論の数理モデルを適用し，利
用部門がクラウドを直接契約して利用するシャドー
ITと，IT部門が契約し利用部門へサービス提供す

る ITサービスを対比させることにより，企業の総
取引コストを最適にするための最良の方法を検討
してまいりました．シャドー ITの意思決定モデル
には，Zimmermann & Rentrop （2014） ［2］の先行
モデルを適用し，クラウド（SaaS）によるシャドー
ITを選択するための意思決定モデルへと拡張して
まいりました．その結果，従来のシャドー ITによ
る意思決定においては，自らシャドー ITを構築す
るための初期コストを抑制する観点から意思決定を
行うことができましたが，クラウド（SaaS）による
シャドー ITの場合，自助努力による構築コスト削
減だけでなく，SaaSと対峙し統治するための“見
えない”統治コストも十分考慮した上で意思決定を
行わなければ，企業全体として最適なコスト削減が
得られないこと示しました．
今後，企業がクラウドを戦略的に活用しイノベー
ションを創出していくためには，クラウドの利活用
によるコスト削減効果とイノベーション創出の効果
を十分に見極めると共に，クラウド活用による事業
リスクといったものを天秤にかけた上で，意思決定
を行う必要があると考えております．

3.　現在の研究状況と今後の研究計画

今回の研究では，取引コスト論における数理モデ
ルを適用し，SaaSを活用する際の企業全体の取引
コストを最適化するための意思決定の為の数理モデ
ルを示したのみにとどまっています．また構築した
モデルを枠組みとした事例分析や実証分析の結果は
示せておりません．さらに IT部門と利用部門の役
割，クラウド普及に伴う企業経営のあり方なども，
今後の研究テーマとして取り上げていきたいと思っ
ております．
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4.　おわりに

私は社会人大学院生として，長年，製造大企業の
情報システム部門に所属しています．1990年代前
半からのバブル崩壊後に入社し，今日までの「失わ
れた 30年」と時を同じくして一大企業で過ごして
まいりました．その間，米国ではGAFAMと言わ
れる巨大なデジタルプラットフォーマーが台頭する
一方，日本の製造業においては事業の撤退や売却，
それに伴うリストラが繰り返し続いた厳しい時期で
もありました．そうした状況に身をおいていた私
は，当時，米国を中心としたクラウドをいち早く企
業に取り入れて，従業員の生産性と企業価値の向上
を図ることに大変苦労していました．そのために，
何度もクラウドベンダーの研究拠点がある米国ボス
トンに足を運び，日本企業が求める機能要望の実現
に向けて交渉を重ねてきました．そのような経験が
今回の研究に活かせたものと思っております．今後
は今回の受賞を励みに，今後もなお一層のこと研究
活動に取り組んで参りたいと思います．引き続きよ
ろしくお願い申し上げます．
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